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はじめに
   我が国における新型インフルエンザの発生は、平成21年の5月中旬に国内発生をみて、全国的な流行
となりました。新型インフルエンザ対策は感染症法に基づき、国及び都道府県および保健所が中心となっ
て進められるものですが、住民に身近な市町村においても迅速な情報収集と情報発信、また、不安を持つ
住民への相談や支援等が期待されました。対策の推進のためには行動計画が必要であることは国が国は、
平成21年2月に改定し提示した新型インフルエンザ対策行動計画の対策の基本方針に明示されていますが、
市町村においても行動計画は不可欠であることが再認識されたところです。
これまでに強毒型を想定した「市町村新型インフルエンザ対策行動計画作成のてびき（平成20年度版）」
が全国保健所長会から配信されていましたが、今回の強毒型でない型への対応に戸惑った市町村が多くありました。本研究班が平成21年9月に警報レベルを超えた患者発生があった17都道府県に対して行動計画の作成状況や市町村として対応上の課題、あるいは効果的であったこと等を調査したところ、強毒型を想定した対策をそのままあてはられず混乱したとの回答が多くありました。本手びき試案Ⅰは、国が提示した新型インフルエンザ対策行動計画等を踏まえ、本研究班が今回の流行において市町村が行った対応等について調査した結果を反映させ、保健所を持たず市町村立の医療機関も持たない市町村が、強毒型を前提としつつも強毒型でないと判明した段階においては、必要な部分を抽出等し対応できる新型インフルエンザ対策行動計画の策定の参考となることをめざしました。
特に、市町村においては教育委員会が所管する学校における集団発生等に関する情報の集約がひとつの課題であったことから、教育庁、教育委員会が参画した全庁的な対策本部体制を整備することを記載しました。また、新型インフルエンザ情報を一元化することの重要性、市町村と所管の保健所との連携・協働の重要性について記載しました。さらに、行動計画作成とともに相談支援マニュアル等の作成の参考となるように、重症化が予測される住民への相談・支援のための相談・支援編も掲載しました。
　今後とも新型インフルエンザの流行への備えは必要です。インフルエンザの毒性や患者の発生状況、自治体の規模等により、対策本部のあり方等は多様になると想定されますが、この手びき試案Ⅰが、各自治体が自治体の特性に応じた行動計画を作成、見直しの参考となることを期待します。
本研究班は引き続き市町村の新型インフルエンザ対策の経験や工夫を集積し、この手びき試案Ⅰをバージョンアップさせていきたく、本手びき試案Ⅰへのご意見や、手びきに補足することが望ましい情報等を市町村から頂きたく、文末にＦＡＸ送信用紙を添付しました。市町村の皆様もより実効性の高い手びきとすることにご協力いただきたいと思います。バージョンアップした手びきは、本研究班ホームページhttp://influ.umin.jpと国立保健医療科学院健康危機管理情報ホームページhttp://www.niph.go.jp/、東北大学医学系研究科ホームページhttp://www.med.tohoku.ac.jp/に掲載していきますので、活用ください。
　　　　平成22年3月
　　　　　　　　　　平成21年度厚生労働科学研究費特別研究「新型インフルエンザA(H1N1)への
公衆衛生対応に関する評価及び提言に関する研究（尾島俊之）」
分担研究「重症化が予測される住民等への市町村の対応」
分担研究者　小林光樹
第１部　新型インフルエンザ行動計画策定
　最初に今回世界的な流行をひきおこした新型インフルエンザウイルスA(H1N1)について、その特徴と動向を知ることによって、強毒型鳥インフルエンザを含め新型インフルエンザの今後の流行にたいする行動計画を策定する参考になると考えられる。
１．新型インフルエンザウイルス
　新型インフルエンザウイルスとは、動物、特に鳥類などのインフルエンザウイルスが、人の体内で増えることができるように変化し、人から人へと容易に感染できるようになったもので、人類にとっては未知のウイルスであるために、このウイルスに対する免疫をもっておらず、急速に広まり大流行（パンデミック）となる可能性がある。1918年～1919年のスペイン・インフルエンザの際には、世界の人口の25～30%が感染したとされ、この結果約4,000万人が死亡したと推計されている。日本の記録では、このスペイン・インフルエンザの際には、2,300万人が感染し、このうち約39万人が死亡したとされている。1957年のアジア・インフルエンザ、1968年の香港インフルエンザの際にも大流行（パンデミック）が発生した。このような経験から、大流行（パンデミック）が発生した際には、多数の人間に感染が広まることによって、医療機関に多数の患者があふれ、国民生活や社会機能の維持に困難を生じるようになるなど、様々な問題が生じることが考えられる。
　今回の新型インフルエンザA(H1N1)ウイルスは、2009年春にメキシコにおいて集団発生の報告があり、世界中に広まった。この結果として1968年以来初めてのパンデミック・インフルエンザとなっている。2009年10月の時点で、195カ国において新型インフルエンザウイルスのヒトへの感染が確認されている。この新型インフルエンザウイルスによる感染は、概ね一過性で軽症ないし中等症のものであるが、致死的な重症例も報告されている。
　新型インフルエンザウイルスA(H1N1)の病態としては、季節性インフルエンザと2つの重要な点で異なっている。大多数の住民はこのウイルスに対して、免疫をほとんどあるいは全く持たないために、通常の季節性インフルエンザが流行しない時期に流行が開始し、とくに小児や若年者を中心に多くの患者が発生している。次に、このウイルスは下部気道に感染し、とくに小児や若年者から成人において急速進行性の肺炎を発症するとの報告がある。
１）新型インフルエンザA(H1N1)の重症化について
（１）新型インフルエンザA(H1N1)の概要
　新型インフルエンザの症状は、突然の高熱、咳、咽頭痛、倦怠感に加えて、鼻汁・鼻閉、頭痛等であり季節性インフルエンザと類似しているが、季節性インフルエンザに比べて、下痢などの消化器症状が多い可能性が指摘されている。
　ほとんどの場合、軽症で回復している。 ただし、持病がある方々のなかには、治療の経過や管理の状況によりインフルエンザに感染すると重症化するリスクが高い場合もある。
　新型インフルエンザA(H1N1)の潜伏期間は通常2−3日間で、最長7日間とされている。
（２）新型インフルエンザA(H1N1)）重症化のリスクファクター
　新型インフルエンザでは「慢性肺疾患（喘息、慢性閉塞性肺疾患＝COPDなど）、免疫不全状態（自己免疫疾患など）、慢性心疾患、糖尿病、肥満、妊娠、重症筋無力症など」の方は重症化しやすいと報告されている。
　◯インフルエンザのハイリスクとなる持病
　・慢性呼吸器疾患
　・慢性心疾患
　・糖尿病などの代謝性疾患
　・腎機能障害
　・ステロイド内服などによる免疫機能不全
　◯インフルエンザが重症化することがあると報告されている方々。
　・妊婦
　・乳幼児
・高齢者（詳細については新型インフルエンザに関するQ&A（厚生労働省）　　http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou04/02.html）
（３）国内における新型インフルエンザA(H1N1)の重症化
　ウイルスの感染力やウイルスがもたらす病原性等について未解明な部分があるが、新型インフルエンザA(H1N1)）は、季節性インフルエンザと同様に感染力が強いものの、多くの患者が軽症のまま回復していると報告されている。
また、ほとんどの人で新型インフルエンザA(H1N1)）に対する免疫がないと考えられることから、慎重に対応する必要がある。例年のインフルエンザの感染者数は、国内で推定約1000万人とされており、国内の2000年以降の死因別死亡者数によると、年間でインフルエンザによる死亡数は最低で214（2001年）～最高で1818（2005年）人であった。また、直接的及び間接的にインフルエンザの流行によって生じた死亡を推計する超過死亡概念というものがあり、この推計によりインフルエンザによる年間死亡者数は、世界で約25～50万人、日本で約1万人と推計されている。
　新型インフルエンザの国内での重症化例に関する報告（2009年12月25日 新型インフルエンザの発生動向 ～医療従事者向け疫学情報～ http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou04/pdf/091225-01.pdf）では、全入院のうち基礎疾患を有しない人が約65％を占めているが、20歳以上においては基礎疾患を有しない人は30程度であり、わが国においても基礎疾患を有する人が多く入院していることが分かる。ただし、入院患者のうち88％は20歳未満である。また人工呼吸器を使用、もしくは急性脳症と診断された重症患者はその約40％が基礎疾患を有しており、慢性呼吸器疾患、慢性心疾患、糖尿病、慢性腎疾患、免疫抑制状態が多かった。死亡例は2009年12月6日までに100例であり、70歳以上と5歳未満が多かった。
２）新型インフルエンザの重症化への対応
（１）重症化が懸念される状態
　・臨床症状：息切れや呼吸困難、頻呼吸、低酸素血症、
　・放射線検査：肺炎などの下部気道炎症
　・中枢神経症状：脳症や脳炎を疑わせる神経症状
　　我が国においてはインフルエンザ脳症の合併が海外に比べて多いと報告されている。
　・重症脱水
　・合併症：腎不全、多臓器不全、敗血症性ショック
　　（横紋筋融解症や心筋炎を合併することもある。）
　・基礎疾患の増悪：喘息、慢性閉塞性肺疾患、慢性肝不全、慢性腎不全、糖尿病、心血管疾患
（詳細は新型インフルエンザに関するQ&A（厚生労働省）　　http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou04/02.html、WHOガイダンス　　http://who.int/csr/resouces/publications/infection control/en/index.html）を参照）
（２）重症へ進行する徴候
　・重症化は急速に進行することもあり、それが24時間以内に進行することもある。
　・酸素低下あるいは心肺機能低下：息切れ（労作時あるいは安静時）、呼吸困難、顔色不良（turning blue）、血痰または色のついた痰、胸痛、血圧低下
　・中枢神経合併症を示唆する徴候：意識変容、昏睡、傾眠状態、覚醒維持困難、再発性または持続的痙攣、混迷状態、全身の脱力や麻痺
　・ウイルス増殖の持続や続発性の細菌感染：臨床検査や臨床症状（持続性高熱などが3日以上継続）
　・重症脱水：身体活動の低下、めまい、尿量減少、無気力
（３）感染制御について
　新型インフルエンザの感染経路は季節性インフルエンザとほぼ同様である。常に標準予防策（用語解説欄を参照）と飛沫予防策に準拠する。飛沫核感染（空気感染）を起こす危険度の高い作業ではマスク（N95ほか）、ゴーグル、ガウン、手袋を着用し、適切な換気設備のある環境を使用する必要がある（WHOガイダンスhttp://who.int/csr/resouces/publications/infection control/en/index.html）。
（４）治療
　新型インフルエンザは多くの場合、一過性で、合併症を起こさないため、対症的な治療が必要に応じ行われる；発熱や痛みに対する鎮痛解熱剤の使用と補液である。（ただし、アスピリンやアスピリンを含む製剤は小児と若年成人（18歳未満）にはライ症候群の危険があり使用すべきではない。）
　新型インフルエンザが考えられる患者に対しては、重症化する際の徴候とその際の適切な医療機関の受診方法について、情報提供する必要がある。
・妊婦は新型インフルエンザが重症化する危険ともに、妊娠に関して自然流産、早産、胎児仮死といった合併症を起こす危険性が増大する。新型インフルエンザが疑われる場合や確定した場合には、観察をこまめにし、抗ウイルス薬を早めに使用することが推奨される。
・幼児と小児（とくに2歳未満）では、（特に慢性疾患を有する場合）最も入院治療を要する可能性が高い。新生児から小児では、インフルエンザ症状は非特異的であることが多く、無呼吸、微熱、促拍呼吸、チアノーゼ、睡眠過多、脱力、食欲低下、脱水といった非定形的な症状が出現することが多い。このような非定形的症状が起こることを念頭に置き抗ウイルス薬の使用が遅れないように注意する。また、両親にも情報を提供し、このような注意すべき症状の出現に気をつけるように観察してもらう必要がある。（新型インフルエンザに関するQ&A（厚生労働省）　　http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou04/02.html、WHOガイダンス　　http://who.int/csr/resouces/publications/infection control/en/index.html）、日本小児科学会ホームページ新型インフルエンザに関する情報　http://www.jpeds.or.jpを参照）
≪相談対応のための知識≫
　抗ウイルス薬：タミフルやリレンザといったノイラミニダーゼ阻害剤が有効である。
　・重症化リスクがあり、通常の症状を呈している段階で、タミフルかリレンザによる治療を可能な限り早めに開始する。（ただし10代の新型インフルエンザ患者へのタミフルの使用制限があり、1歳未満を含め、治療の有益性が危険性を上回ると判断された場合、患者・両親の承諾の下、使用することは可能）（詳細については、日本小児科学会ホームページ新型インフルエンザに関する情報http://www.jpeds.or.jp）
　・重症化リスクがあり、通常の症状を呈している段階で、タミフルかリレンザによる治療を可能な限り早めに開始する。
　・重症化リスクがなく、通常の症状を呈している状態では、抗インフルエンザウイルス薬の治療は必要ではない。
　・重症化した場合
　　初期の評価として、息切れと頻呼吸（小児においては神経症状）が重症化への進行の可能性を示す症状として大事である。タミフル治療を入院後すぐに開始する必要がある。
２．新型インフルエンザ対策の基本方針
1）基本方針
　生活や経済などの社会活動への影響を可能な限り抑えることと、重症化しやすい人などへの対処方法を準備し守ることが重要である。
（１）迅速かつ的確な情報の提供
　国内外での発生状況や感染防止の方法、発症した場合あるいは新型インフルエンザが疑わしい症状のある場合などの医療機関への問い合わせや受診のしかたについて、分りやすい方法で情報を伝え、注意を喚起していくことが社会全体で新型インフルエンザの流行（パンデミック）を防ぐ取り組みの柱になると考えられる。
（２）感染拡大を防止するために地域や職場などが連携して取り組む
　事業所、学校をはじめとして、集会や各種イベントなども含めて感染拡大の場所や機会が存在する。手洗い、うがい、マスク着用、咳エチケットなど感染拡大防止のための個人の行動に加えて、学校や事業所での取り組みも重要であると考えられる。また、医療機関相互、あるいは医療機関と地方公共団体との密な連携を進めることも重要である。
（３）基礎疾患を有するものなど重症化が懸念される場合への対応
　妊婦、乳幼児、基礎疾患＊を有するもの、高齢者など重症化が懸念される人への地域での支援、医療提供の方法、ワクチン接種による重症化の予防などの支援体制を整備し、速やかに実行する必要があると考えられる。
　＊慢性呼吸器疾患、慢性心疾患、代謝性疾患、慢性腎疾患、慢性肝疾患、免疫機能不全など
2）発生段階の考え方
　国が提示した新型インフルエンザ対策行動計画では前段階の「未発生期」、第一段階の「海外発生期」、第二段階の「国内発生早期」、第三段階の「感染拡大期」、「まん延期」、「回復期」、そして第四段階の「小康期」の４段階に分けて高病原性（強毒型）鳥インフルエンザによるパンデミックが発生することを想定してそれぞれの段階での対応が記述されている。本手びきもこの段階を踏まえた。
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3）国・都道府県・市町村の役割
 (1)基本的考え方
インフルエンザは、感染症法に規定される疾病であり、平時の対策は保健衛生部門が中心となり取り組んでいる。しかし、新型インフルエンザ対策では、国・都道府県・市町村との連携の下に、健康被害を最小限に止めるための個別的な医療保健対応だけでなく、感染拡大の防止対策を積極的に講じていくことが重要となる。感染拡大防止のためには、社会活動における人と人との接触の機会を少なくすることが必要である。そのため，住民への広報活動を行うことや学校や通所施設等の臨時休業、イベントの中止や企業活動の自粛、住民の集会や外出の自粛を求めること等、迅速な社会的活動制限の実施が必要となる。
以上のことから、新型インフルエンザ対策における国・都道府県・市町村行政の基本的な役割は、単なる感染症対策ではなく、行政・医療機関・学校・企業・住民等が連携・協働し、地域社会全体で取り組む危機管理体制を整備することである。
 (2)国・都道府県・市町村の主な役割
《国の役割》
平時から国には、科学的知見の蓄積を行うとともにWHOや各国での対策も視野に入れ行動計画を策定し、実際の状況に合わせ弾力的に運用できる基本方針やガイドラインを示し、新型インフルエンザ対策の強化を行っていくことが求められる。新型インフルエンザの発生が予測される事態における国の基本的役割は、①国際社会における国家としての事務、②全国的に統一して定めることが望ましい諸活動、③地方自治の基本的な準則作成、④全国的な規模・視点で行う施策・事業の実施等である。
《都道府県の役割》
県には、国の基本方針やガイドラインを踏まえ、地域の実情に応じた新型インフルエンザ対策の行動計画やマニュアルを策定し、平時より新型インフルエンザに関する情報を市町村と共有するとともに、発生時には県が行うべき対策と並行して必要な市町村支援を実施していくことが求められる。県の基本的役割は、①患者管理や疫学調査等の専門的対策、②国・市町村間の連絡調整、③市町村への支援等を行うことである。
《市町村の役割》
住民に最も身近な基礎自治体である市町村の基本的役割は、住民の生活を維持していくためにライフラインの確保を含む生活の基盤となる行政サービスを継続しつつ、全住民への情報提供を行い意識啓発を図るとともに、新型インフルエンザの流行により孤立化しやすく生活に支障を来たすことが予測される世帯等への支援を行っていくことである。そのためには、新型インフルエンザ対策の行動計画策定と迅速な意思決定が可能な新型インフルエンザ危機管理体制を確立し、発生段階に応じた対策を実施していくことが必要となる。
 (3)国・都道府県・市町村の具体的対応
　新型インフルエンザ対策の実効性を確保し、健康被害を最小限にくいとめるためには、国、都道府県、市町村の連携の下、発生段階に応じて、迅速、正確に情報収集を行い住民に情報提供を行い、住民が主体的に参画できる具体的対応が不可欠となる。
表１には、上記の国・県・市町村それぞれに求められる基本的役割を踏まえ、兵庫県新型インフルエンザ対策計画(平成21年10月)と、北海道恵庭市新型インフルエンザ対策行動マニュアル（平成21年5月）、宮城県栗原市新型インフルエンザ対策行動計画(平成21年2月)等を参考にして、発生前の事前準備と発生後の対応について示した。
また、特に、市町村での具体的対応として重要となる情報収集・提供、相談支援、埋火葬について、平成21年2月に改定された「新型インフルエンザ及び鳥インフルエンザに関する関係省庁対策会議の新型インフルエンザ対策ガイドライン」を参考にして、以下に述べる。
≪情報収集・提供≫
新型インフルエンザに関する情報には、国及び地方自治体の提供する情報や企業やマスコミが提供する情報、噂等があり、媒体も行政の広報紙、新聞、テレビ、インターネット等様々である。しかし、中には情報の信憑性や根拠に関して問題のあるものもあり、このような情報を過度に信用してパニックが生じないように正確な情報を収集し提供していくことが重要である。
国においては、総合的な新型インフルエンザ対策の基本となる計画として「新型インフルエンザ対策行動計画」を策定・公表している。都道府県や市町村でも国の行動計画を踏まえ、地域のインフルエンザ対策の行動計画やマニュアルを策定し、各自治体のホームページ等に掲示する。また、国や都道府県は、住民が発熱等の症状を呈した時にアクセスするべき発熱相談センターについても情報提供する。市町村は、新型インフルエンザの発生時以降の段階においては、住民への啓発活動や住民からの相談支援等において中心的役割を担うこととなるので、上記の国や都道府県等が発信する情報を速やかに入手することに努めることが求められる。また、各市町村における地域内の独自の情報（対策や発生状況等）については、都道府県（保健所）や国にも情報提供や報告していくことも必要となる。
≪相談支援について≫
　相談支援については、市町村が最も住民に近い行政主体として地域住民の生活支援する責務を有することから、新型インフルエンザの流行により、自治会や民生委員等と連携し地域で孤立化しやすい高齢者や障害者世帯の把握に努め必要な支援ができるよう体制整備を図るとともに、重症化が予測される対象者（妊産婦・新生児・乳幼児・基礎疾患を有する患者等）への相談支援を行っていく必要がある。
また、住民からの専門的な相談は、基本的には保健所等に設けられた発熱相談センターが担うが、保健所は、新型インフルエンザの患者搬送、入院措置、疫学調査などの業務を担うため、住民からの相談に十分応ずることができない事態も考えられる。このような事態においては、保健所以外での相談窓口を設置し地域住民へ周知する。
表１　国・県・市町村の具体的対応
	
	国の対応
	県・保健所の対応
	市町村の対応

	発生前
	①情報収集・提供
②発生に備えた体制整備
・計画・基本方針を策定及び感染症法令等
③国民への啓発
④渡航者への注意喚起
⑤ワクチンの製造・備蓄及び摂取順位・時期等の検討
⑥抗インフルエンザウイルス薬備蓄
	①情報収集・提供
・国及び全県から情報収集・提供
・県下市町村及び県民への情報提供・共有
②発生に備えた体制整備
・対策の実施体制整備
・計画・マニュアルの策定
・医療・検査体制整備
・新型インフルエンザワクチンの供給体制の構築
④抗インフルエンザウイルス薬備蓄
	①情報収集・提供
・県及び近隣自治体，庁内各課との情報提供・共有及び住民への情報提供
②発生に備えた体制整備
・対策の実施体制の整備
・計画・マニュアルの策定と随時見直し
③ワクチンに係る国の優先順位等に基づく主体的な接種
④食料品・生活必需品等の提供体制の確保
⑤必要な防護具等の備蓄
⑥遺体安置場所の検討と準備　　
⑦埋火葬体制の整備

	発生後
	①情報収集・提供
②相談窓口の設置
③国際的調査・研究
④検疫強化
⑤ワクチン製造及び摂取指針作成
⑥抗インフルエンザウイルス薬の流通調整・投与方針決定
⑦在留邦人への対応
⑧新型インフルエンザの症例定義作成
⑨サーベイランスの強化
⑩新型インフルエンザワクチンの接種実施（H1N1に限る）
	①情報収集・提供
②市町村との情報共有
③相談窓口の設置
④サーベイランスの強化
⑤患者管理・疫学的調査等の実施
⑥新型インフルエンザ確認検査
⑦抗インフルエンザウイルス薬の予防投与等
⑧入院・外来医療機関等医療体制の確保
⑨抗インフルエンザウイルス薬の流通調整
⑩新型インフルエンザワクチンの流通監視
⑪埋火葬体制の整備，近隣都道府県との連携体制の構築
⑫社会的活動制限実施の要請
	①情報収集・提供
・県及び近隣自治体，庁内各課との情報提供・共有
・住民への情報提供（予防策の喚起等も含む）
②相談窓口の設置
③県実施の疫学的調査等への協力
④初期救急等一次的医療への支援
⑤在宅患者や妊婦，高齢者，障害者等の要援護者への支援
⑥ライフラインの確保
⑦新型インフルエンザワクチン接種の啓発，接種体制の構築への協力，減免措置の検討
⑧埋火葬・遺体に対する対応
⑨消毒活動
⑩社会活動制限時の生活支援，県への意見具申


≪埋火葬について≫
　新型インフルエンザの感染が拡大し流行した場合には、死亡者数が火葬場の火葬能力を超える事態が生ずる。その場合、火葬に付すことができない遺体の保存対策が大きな問題となる。
　都道府県は、市町村の協力を得て、火葬場の火葬能力及び遺体を安置することが可能な施設数について調査し、その結果について市町村や近隣の都道府県との情報の共有を図りながら埋火葬体制の整備を行う。その際には、遺体保管場所や保存のための資器材や燃料等の確保や遺体搬送手段の確保のために遺体搬送事業者との協定の締結及び都道府県警察等関係機関と必要な調整を行う。
市町村は、「墓地、埋葬等に関する法律」において、埋火葬の許可権限等、地域における埋火葬の適切な実施を確保するための権限を与えられており、都道府県の行う調整の下に、埋火葬に係る対応及び遺体の保存対策を講ずる主体的な役割を担うものとなる。そこで、市町村は遺体の搬送及び火葬作業に従事する者と連携し円滑な火葬ができるよう努める。また、火葬場の火葬能力に応じて、遺体の安置・保存を適切に行う。遺体搬送や火葬に際しては、遺体からの感染を防ぐために遺族の意向にも配慮しつつ、遺体全体を覆うことができる非透過性納付袋に収容・密封し火葬することが必要となる。
３．危機管理体制の整備
新型インフルエンザ対策については、海外、国内、県内及び近隣市町村での患者の発生状況に即して、市町村において、関係部局が連携、協力して対応していくことが重要である。従って、新型インフルエンザの発生が予測される事態においては、全庁的な情報共有・連絡調整を図ることにより意思決定が速やかに行える新型インフルエンザ危機対策本部を設置する等、行政と住民が連携・協働して、発生時の初動対応，感染防止対策等迅速に事案対応を行えるようにすることが必要である。図２の危機管理組織体制イメージ図は、宮城県栗原市（人口約８万人）の新型インフルエンザ対策行動計画で描かれた危機管理体制図を参考にして描いたものである。この図にそって、具体的な危機管理体制の例について述べる。
1)危機管理組織体制　　
 (1)新型インフルエンザ危機対策本部及び対策委員会の設置
「新型インフルエンザ危機対策本部（以下，危機対策本部）」の構成は、市町村長を本部長として、危機管理部門、住民生活への支援等を担当する部門、教育部門、防災部門等の統括責任者からなる。
組織体制は、本部長、副本部長（副市長、教育長等）、本部員（各部局長他、本部長の指名者）から成る。インフルエンザの毒性や型、患者の発生状況によっては、社会活動の制限を行うが、社会へ及ぼす影響が大であることから、危機対策本部の事務は、危機管理部門と市民生活（保健衛生）部門が協力して担うことが望まれる。
また、庁内での円滑な対策実施のために危機対策本部の下に、市民生活（保健衛生）部門を事務局とする庁内各部局担当課長等を構成員とする「新型インフルエンザ対策チーム（以下、対策チーム）」を設置する。
危機対策本部においては、危機対策本部の所掌事務について方針を決定し、その実施を推進するため必要がある場合、本部長（市町村長）は，副本部長及び本部員を召集し、新型インフルエンザ危機対策本部会議（以下，危機対策本部会議）を開催する。危機対策本部会議においては、新型インフルエンザの予防対策、発生時の危機拡大防止対策等について協議する。
(2)新型インフルエンザ地域対策会議の設置
行政と住民、そして専門家及び各種団体・事業所等が連携して協働して対策を実施していく為に、市民生活（保健衛生）部門が事務局とする対策チームは新型インフルエンザ地域対策会議（以下、地域対策会議）を設置する。地域対策会議は、住民や各種団体の代表者、ライフライン関係事業者等により構成され、行政と住民及び各種団体及び事業所間で新型インフルエンザの発生動向に関する情報の共有や予防対策等の実施について連携・協働する。 
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　図２　危機管理体制イメージ
(3)危機対策本部の所掌事務
・新型インフルエンザ情報収集・提供（リスクコミュニケーション）に関すること
・対策本部会議の実施に関すること
　・新型インフルエンザ対策の実施に関すること
　・職員の配備に関すること
　・関係機関に対する応援要請等に関すること
　・県対策本部との連携に関すること
　・その他インフルエンザ対策に関する重要な事項の決定に関すること
2)各部局の主な役割
新型インフルエンザ対策を的確かつ迅速に実施するために各部局が連携をとりながら全庁的取り組みを行う。各部局の主な役割の共通事項としては，①感染拡大状況調査，②情報提供・共有（リスクコミュニケーション）に関すること、③対策各部局業務の安定的遂行に関する体制整備、④感染防止策の周知，⑤関係機関に対する応援に関すること，⑥関係機関との連絡・調整に関すること、⑦他部局応援に関すること、である。また、表2には各部局の主な役割について示す。
表2　各部局の主な役割
	
	各部局の主な役割

	総務関係部
	・国，県，近隣市町村との連携に関すること
・社会活動及び事業活動等の自粛要請等に関すること
・警察との連携等に関すること
・臨時予算に関すること
・職員の感染予防に係る啓発に関すること
・庁内衛生管理体制の検討準備に関すること

	企画関係部
	・情報管理及び報道機関の対応・広報に関すること
・公共交通機関，ライフライン事業者との連携に関すること

	市民生活(保健衛生)に関わる部
	・新型インフルエンザ対策チームに関すること
・保健所との連携に関すること
・新型インフルエンザ地域対策会議に関すること
・新型インフルエンザ発生状況に関すること
・新型インフルエンザの感染予防等の広報に関すること
・住民からの相談に関すること
・地元医師会や医療機関等の医療体制に関すること
・抗インフルエンザウイルス薬に関すること
・新型インフルエンザワクチンの予防接種に関すること
・社会福祉施設における感染防止に関すること
・社会福祉施設の閉鎖に関すること
・在宅要援護者等の生活状況の把握と支援に関すること
・福祉サービスの継続利用に関すること
・遺体に対する適切な対応
・一般廃棄物の収集・運搬に関すること
・資源の使用抑制に関すること
・ごみの排出規制に関すること

	教育関係部
	・学齢児童生徒の感染予防に関すること
・臨時休校に関すること
・公共施設の閉鎖に関すること

	上下水道部
	・上下水道事業の確保に関すること
・終末・し尿処理場の維持・管理に関すること

	産業経済
に関わる部
	・企業の事業活動の自粛に関すること
・食料及び生活必需品の安定供給等に関すること
・鳥・豚等のインフルエンザに関すること

	消防本部
	・患者搬送に関すること

	医療機関
に関わる部
	・外来診療，入院医療体制に関すること
・医師会等及び医療機関等の医療体制に関すること


【参考3-1】新型インフルエンザ感染予防並びに集団感染時対応
４．発生段階に応じた対策
１．段階の分け方
　新型インフルエンザの発生段階は、第３章の新型インフルエンザ対策の基本方針で述べたように、「未発生期」、「海外発生期」「国内発生早期」「感染拡大期・蔓延期・回復期」、「小康期」に分け、高病原性（強毒型）鳥インフルエンザによるパンデミックが発生した場合を想定した対策が記述されている。今回の流行は高病原性鳥インフルエンザによるパンデミックではないため、必ずしもこの対策のすべてを実施したわけではないが、病原性の評価が困難な時期があること、高病原性（強毒型）と想定した行動計画は、病原性に応じてその計画に修正を加えることで対応可能であることから、ここでは「未発生期」、「海外発生期」「国内発生期：国内発生早期・感染拡大期・蔓延期・回復期」、「小康期」の４期に整理し、それぞれの段階に必要な対策とともに、本調査によって入手した市町村での対策や工夫を加えた。
以下各期において「基本的な取組み」を示し、「市町村が一義的に取り組むべきこと」：体制整備、情報収集、情報提供、相談体制、在宅療養者への支援等と、都道府県・保健所の責務であるが、市町村が協力することが望まれる「都道府県・保健所に協力すること」：医療体制整備、ウイルス薬、ワクチン接種等、さらに法律等で規定されているものではないが保健所と市町村の双方が取り組むことが望まれる「保健所と協働すること」に大別し、留意すべき事項を例示した。また、実際の市町村の取り組みの例を【参考】として末尾に添付した。
1)未発生期の対応：新型インフルエンザは発生していない状況
	【基本的な取り組み】
　①市町村での発生に備え、新型インフルエンザ対策の「行動計画」を策定する。さらに「業務継続計画」を策定する。
　②平常時から新型インフルエンザの集団発生に備えた健康教育を地域、学校、職場において行う。

	市町村が一義的に
取り組むこと
市町村が一義的に
取り組むこと

	(1)体制整備
　①新型インフルエンザ対策の「行動計画」を策定し、市町村長をトップとする「危機対策本部」、関係部局が参画する「対策本部会議」、市民生活（保健衛生）部門  による「対策チーム」及び地域の関係者が参画する「地域対策会議」をどのように整備するかを検討する。
　②市町村の体制と都道府県対策本部あるいは圏域対策本部との位置づけと市町村内の指揮命令系統を明確にする。
　③市町村が継続させる事業と見合わせる事業と従事者の確保等に関する「業務継続計画」を策定する。
　④行動計画に感染防護具や支援物資の備蓄を含め、確保する。
 (2)情報収集
　①WHO、国立感染研究所、国、都道府県、保健所等からインフルエンザ関連情報を入手するルートを明確にする。
　②日常的に学校及び福祉施設等から患者発生、学級閉鎖、休校等の感染症情報を収集する体制を整備する。
　③発生時に住民、施設（保育所、福祉施設、事業所）に提供する情報の内容と方法を検討する。　
　④社会・経済機能維持に係る事業者を把握する。
(3)情報提供
　①WHOや国、県からの国内外の新型インフルエンザに関する情報を入手し、ホームページや広報誌等を活用し感染症予防策、拡大防止策、家庭での備蓄などについて啓発活動を行う。
　②手洗い、うがい、マスクの着用、咳エチケット等の一般的予防策の媒体を作成し健康教育を行う。
　③市町村職員および管内施設職員を対象とした新型インフルエンザに関する職員研修を実施する。
【参考4-2】新型インフルエンザに注意しましょう；北海道小平町
(4)相談体制
　①都道府県と共有した情報を基に、「相談マニュアル」を作成する。
　②相談対応者を定め、相談対応の協力者の確保方策を検討する。
　③新型インフルエンザの感染や発生予防等について不安を持つ住民を対象とした相談窓口を設置する。
【参考4-3】新型インフルエンザ相談窓口対応フロー（相談マニュアル）；宮城県
(5) 在宅療養者への支援等
　①要援護者（一人暮らし者、高齢者世帯、障がい者、外国人等）を把握する。

	
	

	都道府県・保健所への協力
	(1)医療対策
　①都道府県あるいは保健所が中心となって行う医療体制整備の会議に参加する。
　②地区医師会、薬剤師会、市町村立医療機関と患者発生時の受診体制について協議する。
(2)ワクチン
　①各種ワクチンの接種方針や流通及び備蓄状況を把握する。
　②医療機関が実施するワクチン接種についての支援および調整方法を協議する。

	保健所との協働
	①都道府県保健所が行う新型インフルエンザ対策の訓練に参加する。
②都道府県保健所が行う相談や健康調査等への協力の必要性について協議する。


２）海外発生期：海外で新型インフルエンザが発生した状況
	【基本的な取り組み】
　①海外の新型インフルエンザ患者の発生状況を把握する。
　②市町村内での患者発生に備え、保健所等の関係者と医療体制とワクチン接種等の予防対策を構築しておく。
　③新型インフルエンザ発生地への渡航を自粛する等によりウイルスの侵入を抑制する。
　④患者（感染が疑われる者を含め）の早期発見とサーベイランスへ協力する。
　⑤相談窓口を設置し、住民等への情報提供を行う。
　⑥事業者に対して、感染防止策と業務の継続あるいは自粛の準備を要請する。

	市町村が一義的に
取り組むこと
市町村が一義的に
取り組むこと
	(1)体制整備
　①「危機対策本部」は「対策会議」を開催し、全庁的な危機管理体制を設置し、情報の共有、予防方策の実施方法について確認する。
　②市民生活（保健衛生）部門に「対策チーム」を発足させる。
　③都道府県等から新型インフルエンザ関連の情報を入手し、関係部局間で情報共有を図る。また、情報を一元化して対応する情報部門を設置（明確化し共有）する。
　④関係者へ情報提供を行う窓口を一元化する。
　⑤個人情報等の非公開情報と公開情報を可能な限り整理し方針を決定する。
　⑥海外の新型インフルエンザの健康被害の情報を基に備蓄品を再確認し、必要時予算化し確保する。また、配布方法についても検討する。
　⑦業務継続計画に基づく業務の実施体制を確認する。
　⑧死者が増えた状況を想定し、都道府県の協力を得て、埋火葬の体制や遺体の安置所の確保、必要人員の確保について準備する。
(2)情報収集
　①国、都道府県およびインターネット等により海外での発生動向の情報収集を行う。
　②都道府県、保健所および近隣自治体との情報交換体制を強化する。
　③市町村内の学校および施設での感染症情報を集約し、関係者が共有できる仕組みを確立する。
(3)情報提供
　①入手した海外の新型インフルエンザに関する情報を、ホームページや広報誌、パンフレットの全戸配布などにより、住民は冷静に対応するように周知する。その際都道府県が提供する情報と調整し、住民の混乱や誤解が生じないように努める。
　②海外渡航者等に情報を提供し、流行地域への渡航は、必要最低限とするよう注意喚起を行う。
　③発生地域への渡航歴があり発熱した住民には、保健所へ連絡するよう勧める。
　④風評による被害が生じないよう啓発活動を行う。
【参考4-4】新型インフルエンザ予防、感染拡大を防ぐために；千葉県南房総市 
(4)相談体制
　①新型インフルエンザ対応の専用の相談窓口を設置し、疾患に関する相談のみならず生活相談に対応する体制を整える。
　②市町村の相談体制を周知する。
　③職能団体等の協力を得て、相談対応者と相談対応協力者を確保する。
(5) 在宅療養者への支援等
  ①かかりつけ医や地域包括支援センター等と要援護者（一人暮らし者、高齢者世帯、障がい者、外国人等）の支援体制（見守り、巡回、搬送等）や役割分担について協議する。
  ②地区の互助体制を検討する。
　③要支援者へのマスク等の感染拡大防止の物品、食料品や生活必需品の支援方法を検討する。

	
	

	都道府県・保健所への協力
	(1)医療対策
　①都道府県あるいは保健所が中心となって行う対策協議会に参加し、情報収集、情報の確認を行う。
　②地区医師会、薬剤師会、市町村立の医療機関と協議し、管内で患者が発生した場合の発熱外来の開設と協力体制を確認する。
　③患者に接する職員のための抗インフルエンザウイルス薬及びワクチンの確保に協力し、接種方法について関係者と検討する。
　④各種ワクチンがスムーズに接種できる体制を構築する。
(2)その他
　①外出・集会の自粛や学校・職場の一時休業、事業者の事業縮小等による接触の機会を抑制する方策を協議し協力する。
　②海外との交流が活発な学校や事業所等に渡航自粛を検討することを要請する。
　③社会機能の維持にかかる事業者については、対策委員会等を通じて事業所の業務継続計画に基づく業務の継続体制の整備の要請に協力する。

	保健所との協働
	  ①都道府県保健所が行う新型インフルエンザ対策の訓練に引き続き参加する。
  ②都道府県保健所が行う相談や健康調査等への協力について協議する。
  ③健康観察対象者が増加した場合は、健康調査に協力する。


３）国内発生期：国内で新型インフルエンザが発生し、感染が拡大している状態
　新型インフルエンザウイルスの病原性の評価が困難な時期があることから、この国内発生期の対策は、とりあえず高病原性（強毒型）と想定し、市町村内に患者が発生した「発生早期」と「感染拡大期・蔓延期」「回復期」の３段階に区分した。
Ａ．国内発生早期：市町村内に患者が発生した状態
	【基本的な取り組み】
①危機対策本部は全庁を挙げて、あらゆる媒体を活用して、社会全体で感染防止に取り組むことを市町村民に伝え、感染防止・感染拡大防止の予防策の実施を呼びかけ、できる限り感染の拡大を抑制する。
②都道府県保健所に協力し、管内における患者（感染が疑われる者を含め）の早期発見と健康観察に協力する。
③都道府県保健所に協力し、発生した地域にウイルスを封じ込める公衆衛生対応を行う。
④多数の死亡者を想定し、埋火葬の稼働等の体制を整備する。

	市町村が一義的に
取り組むこと
市町村が一義的に
取り組むこと

	(1)体制整備
　①地域対策会議を開催し、市町村民の不安解消、社会的機能の維持のための方策を検討する。
　②対策チームは新型インフルエンザの発生動向についての情報を共有し、都道府県保健所と連携し、予防対策・拡大防止策を実施する。
　③相談窓口を拡充する。
　④各部署は実施した予防対策の実施状況を集約し対策本部に報告し、対策実施状況を共有する。
　⑤患者に接する職員に抗インフルエンザウイルス薬の予防投与及びワクチン接種がなされる体制を整備する。
　⑥住民に対する食料品・生活必需品等の確保、配分、配布する体制を整える。
　⑦ワクチン接種に係る費用の助成方針を協議・決定する。
(2)情報収集
　①国、都道府県およびインターネット等により海外での発生動向の情報収集を行う。
　②新型インフルエンザ対策計画等で個人情報保護の条件整備を行った上で、市町村内に在住する患者についての情報を都道府県保健所より入手する。（ただし患者情報は個人情報であり、慎重に扱うことの必要性から入手できない場合もある。）
　③管内の学校、保育園・幼稚園、福祉施設の集団発生状況を把握する。
【参考4-5】学校における集団発生状況の把握（兵庫県の例）
(3)情報提供
　①住民に対し、患者等の発生状況、相談体制についての最新の情報を提供する。特に情報の入手が困難な高齢者世帯や在日外国人等への情報発信をきめ細かに行う。
　②タイムリーに迅速に、正確な情報を防災行政無線放送等を利用して全住民に伝達する。
　③うがい、手洗い、咳エチケットの励行、濃厚接触者のマスク着用等感染防止対策を徹底する。
　④不要不急の外出の自粛について啓発する。
　⑤家庭での備蓄等について引き続き啓発する。
　⑥風評被害や偏見・差別に対する啓発を行う。
【参考4-7】保護者のみなさまへ；愛知県美和町教育委員会
《医療機関への受診について》
　①新型インフルエンザが疑われる者を含め、受診のルールについて周知する。受診にあたっては、都道府県の専用相談窓口を経由して受診する等の受診方法を周知・徹底する。
　②医療機関を受診する際の留意事項について啓発する。
　③新型インフルエンザの感染可能期間（解熱後２日間又は症状の始まった日の翌日から７日間）は外出しないことを啓発する。
　④重症化が予測される者が早期に受診するように啓発する。
【参考4-8】新型インフルエンザ予防対策10カ条；鹿児島県保健福祉部
《社会活動の制限について》
　①学校等で患者が多く発生した場合は、その設置者等が、都道府県、教育委員会等と協議の上で定めた基準に基づき、学校医、保健所等と相談のうえ、学校の設置者は臨時休業等を判断する。
　②学童・生徒に対して臨時休業の趣旨を周知し、外出を控えることを周知する。また、課外活動や対外交流等の行事により感染拡大が生じないよう、中止や延期を含め適切に判断し対応することを周知する。
　③保育所や福祉関係事業所で患者が多く発生した場合は、季節性インフルエンザの対応に準じ、必要に応じて保健所と相談の上、設置者が臨時休業を判断することを周知する。
【参考4-9】保育園・小中学校新型インフルエンザの対応基準；和歌山県岩出市
(4)相談・支援体制
　①新型インフルエンザ対応の専用の相談窓口を拡充し、必要に応じ受診勧奨を行う。
　②相談対応協力者が相談マニュアルに沿って対応する体制を整える。
　③保育園や介護関連職種へ新型インフルエンザについての職員研修を適宜行う。
(5) 在宅療養者への支援等
　①重症化する恐れのある基礎疾患を有する者等に対しては、症状の程度等から主治医に早期受診することを啓発する。
　②必要により入院可能な医療機関の紹介を保健所から受けるよう支援する。
　③在宅障害者や高齢者等を把握し、情報の提供、罹患時の主治医との相談、食料品や生活必需品の調達等を地域の関係機関と連携して支援する。

	都道府県・保健所への協力
	(1)医療対策
　①新型インフルエンザでない疾患の患者が患者との接触することなく受診できる体制に協力する。
　②各種ワクチンの接種体制を整備し、優先順位に従って実施することを周知する。
　【参考4-10】新型インフルエンザワクチン接種が始まります；岩手県一関市
(2)社会活動の制限
　①集客施設の施設管理者及び集会・イベントの主催者は、感染拡大の機会を減らす工夫を検討するように注意喚起されることを周知する。
　②企業等に対し、出勤時の検温、体調不良時の自宅待機指示等、従業員の感染を減らす措置を検討するように注意喚起されることを周知する。また、都市部においては時差通勤、公共交通機関を使用しないで自転車や徒歩通勤等で、感染を減らす工夫を検討するように注意喚起されることを周知する。
【参考4-11】新型インフルエンザに備えよう；和歌山県岩出市

	保健所との協働
	(1)相談・調査
　①都道府県保健所が行う相談に協力する。
　②都道府県保健所が行う疫学調査、健康観察等に協力する。
　③市町村が受けた相談内容等を保健所へフィードバックする。
(2)研修・派遣支援
　①住民への健康教育や従事者への研修等への協力について保健所と協議する。
　②集団発生の多い市町村の相談・支援の応援について保健所と協議し派遣する。


Ｂ．感染拡大期・蔓延期：入院措置等による感染拡大防止効果が期待される状態
入院措置等による感染拡大防止効果が十分に得られなくなった状態
	【基本的な取組み】
　①危機対策本部は都道府県対策本部と情報を共有し、健康被害を最小限に抑える。
　②医療機関への受診方法、療養方法を周知する。
　③都道府県に協力して社会活動の制限について住民が理解し協力が得られるようにする。

	市町村が一義的に
取り組むこと
	 (1)体制整備　
　①対策本部は社会活動の制限に伴い、流通機構の機能低下等が予想されることから、食料品や生活必需品の流通状況等、社会機能の低下の回避に向け、関係部局、地域関係者と対策会議において協議し、対応する。
　②市町村職員の感染状況を把握し、業務継続計画に基づき継続する重要業務を特定し不要不急業務を一時停止する。
　③重要業務の継続に必要な関係団体、関係機関および市町村職員を確保する。
　④ワクチン接種体制の充実を図る。
　⑤遺体の搬送および火葬が円滑に実施できるようにする。死亡者が増加した場合、遺体安置所を設置する。また、遺体搬送および火葬作業に従事する者の感染防止のための防護具を用意する。
(2)情報収集
　①学校や施設の患者の集団発生状況を教育委員会や福祉部局と連携し把握する。
　②都道府県及び近隣市町村から情報収集を密に行う。
(3)情報提供
　①防災無線等多様な広報手段を活用して、住民に患者等の発生状況、感染予防策、医療機関情報、相談体制、食料品・生活必需品に関する情報、社会機能の維持に関する情報等を迅速に提供する。
　②蔓延期には重度の肺炎や呼吸機能の低下等の重症患者が入院の対象となり、軽症者は自宅療養となることを周知する。
　③重症化した際に入院可能な医療機関が確保されていることを周知する。
 (4)相談・支援体制
　①広範囲な相談に対応するため、電話相談の増設・強化を行う。
(5) 在宅療養者への支援等
 ①基礎疾患がある者等で重症化の恐れのある患者は、かかりつけ医の指導を受けるように指導する。
　②外出自粛等により高齢者、障がい者、妊婦等で自ら食料・生活必需品の調達ができなくなった者へ生活支援を行う。

	都道府県・保健所への協力
	(1)医療対策
  ①発熱外来に関する情報を住民に周知する。
　②緊急以外の外来受診は避けるように啓発する。
　③感染拡大防止の上で都道府県が持たない要援護者に関する情報を保健所へ提供する。
(2)社会的活動の制限
　①原則として患者が確認された場合、市区町村単位で、学校、保育所・福祉関係事業所等に対して臨時休業を要請ことに協力する。
　②原則として患者が確認された市区町村単位で、集客施設の臨時休業を要請することに協力する。
　③原則として患者が確認された市区町村単位で集会やイベントについて自粛を要請することに協力する。
　これらの要請する区域は、患者の移動範囲、立寄先等を勘案し、複数市区町村が指定される場合や、逆に中学校区等の狭い区域が指定される場合もある。

	保健所との協働
	　①都道府県保健所が行う相談に協力する。
　②都道府県保健所が行う疫学調査、健康観察等に協力する。
　③住民への健康教育や従事者への研修等への協力について保健所と協議する。
　④集団発生の多い市町村の相談・支援の応援について保健所と協議し派遣する。


Ｃ．回復期：ピークを超えたと判断できる状態
	【基本的な取組み】
　①さまざまな対策を段階的に縮小させる。
　②市町村としての各種助成制度を該当する住民に周知し適用する。

	市町村が一義的に
取り組むこと
	(1)体制整備　
　①ワクチン接種体制の充実を図る。
(2)情報収集
　①保健所と連携し、患者の発生動向を把握する。
　②都道府県及び近隣市町村から情報収集を密に行う。
(3)情報提供
　①多様な広報手段を活用して、住民に患者等の発生状況等を提供する。
 (4)相談・支援体制
　①相談窓口を縮小する。
(5) 在宅療養者への支援等
　①在宅療養者への支援を縮小する。


４）小康期： 患者の発生が減少し、低い水準でとどまっている状態
	【基本的な取組み】
　①対策本部は会議を開催し、状況に応じ各種の自粛や臨時休業措置を解除し、社会・経済機能の回復を図る。
　②対策本部体制や各期の対応等の評価を行う。

	市町村が一義的に取り組むこと
市町村が一義的に取り組むこと

	(1)体制整備
　①対策本部は小康状態となったことを確認し、関係者に報告する。
　②本部体制、対策チーム（班）の体制と都道府県本部との連携、近隣市町村との連携に関して評価し、見直す。
　③各時期の対応を評価し、計画・マニュアルを見直す。
(2)情報収集
　①次の流行に備え、引き続き新型インフルエンザ情報を収集する。
(3)情報提供
　①次の流行に備え、引き続きあらゆる広報手段を活用して住民の情報提供および注意喚起を行う。
(4)相談・支援体制
　①状況を踏まえ相談窓口及び電話相談窓口を縮小する。
　②在宅療養者への支援を終了する。
　③住民への生活相談を継続する。

	都道府県・保健所への協力
保健所との協働
	　①状況に応じて通常の医療体制に戻す。
　②都道府県・保健所との連携について評価し、見直す。
　③保健所と各時期の対応を評価し、計画・マニュアルや事業内容等の見直しを行う。
　④次の流行に備え、保健所との連携体制の継続・強化を検討する。


第２部　相談・支援の対応
６．重症化が予測される対象への支援 
　今回の新型インフルエンザウイルス感染は、小児と若年成人の感染率が高く、概して症状は軽度な場合が多いが、重篤な症状の場合もあった。ここでは重症化しやすいと言われる妊産婦・新生児と基礎疾患を持つ者、乳幼児、高齢者に焦点を当て、相談・支援の参考となる事項を整理した。
1) 妊婦・産婦・褥婦・新生児
　2005年中国の安徴（アンホイ）州で妊婦の新型インフルエンザ（H5N1）感染が，妊婦として初めての新型インフルエンザ（H5N1）の罹患者である。しかし、強毒性インフルエンザに罹患した妊婦への対応に関するレポートはなく、肺炎に移行した場合、重症化しやすいことが報告されているのみである。下記に示すものは新型インフルエンザ（H1N1）に対する妊婦等の対応についてである。
2009年10月16日，WHO(世界保健機構)は「妊娠28週以降の妊婦は特に重症化の危険が高い」との声明を発表し、10月30日には「総入院患者中、7-10％は14週以降の妊婦である。また妊婦はそうでない一般集団より集中治療室を必要とする確率が10倍高い」との声明を発表しているように、私たちは，妊娠そのものを正常なことと認識しているものの、この新型インフルエンザに関しては、妊婦はハイリスク群として扱わなければならないことを再認識する必要がある。2009年11月11日現在では、日本において妊婦の重症者の報告はないが，引き続き、予防行動およびワクチン接種の徹底を図らなければならない。
《対応のための基本的知識》
・妊婦は新型インフルエンザハイリスク群である
・新型インフルエンザの胎児への影響はない（催奇形性無）
・新型インフルエンザワクチンは妊娠中いつでも接種が可能
・新型インフルエンザワクチンの胎児への影響はない
・抗インフルエンザ薬の胎盤を介しての胎児への影響はない
・新型インフルエンザ発症後、48時間以内のタミフル服用は重症化を防ぐ
・インフルエンザ発症直後の産婦が分娩した新生児は母児異室とし、他の新生児からも離　
　し、新生児を要観察児とする
・インフルエンザ発症後の褥婦には、後で述べる3条件が備われば直接母乳できる
《予防》妊婦がハイリスク群であることの啓発
・母子手帳交付時、リーフレットを渡し，妊婦は新型インフルエンザのハイリスク群であることを啓発する．
・母親学級や両親学級等を利用し、情報提供、予防対策に努める。（市町村および産婦人科）
・産婦人科への定期健診ではマスク着用を促し、妊婦同士でうつさない、うつらない、を徹底する。（市町村および産婦人科）
・咳エチケット・手洗い・うがいの啓発（市町村および産婦人科）
《ワクチン接種》
・できるだけ全妊婦が接種できる仕組み作り（アクセス方法の検討）
　－母子手帳交付時に接種を促す
　－妊娠中いつでも接種は大丈夫、早めの接種
　－産婦人科での健診時を利用しての接種あるいはかかりつけ内科での接種
－自治体によるワクチン接種費用の助成（無料化、低所得世帯への助成）　
―携帯電話からのインターネットによる情報の発信
・ワクチンの利益と不利益
　妊婦へのワクチン投与に関しての安全性は既に保証されており、特に胎児への影響を心配することが多いが、これに関しては問題なしの見解が出ている。妊娠中のインフルエンザワクチン接種は、抗体の胎盤移行による受動免疫として生後数か月は確保される。
・新型インフルエンザワクチンと季節性インフルエンザワクチンの同時接種
　－理論的には可能であるが、日本では医師が必要と認めた者に対して行う。注射部位は離す。
・卵アレルギーのある妊婦は新型インフルエンザワクチンも勧めることはできないので、他の対処が必要となる。
・接種回数は1回のみ
・保存料不使用のワクチンは産婦人科にのみ配分、それを希望する場合はかかりつけの産婦人科へ
《妊婦の発熱対応》
・日本産婦人科学会は別添で受診の流れを提示している。原則は重症化しやすい妊婦同士の感染を防止するために、妊婦が急な発熱，咳や喉の痛みなどの症状があるときは、一般病院が対応することとしている。しかし切迫早産等の産科的問題、あるいは出産となったときは産婦人科施設が対応する。
　原則は一般病院（内科）が対応
－電話して内科へ相談
　　－電話時の対応として（問診）性別，年齢，女性（生殖年齢）であれば妊娠の有無の確認、不
明でれば最終月経等の確認
　　－妊娠していれば・・母子手帳の有無　分娩予約施設の確認
　産婦人科が対応：産科的問題がある場合
－電話時の対応：切迫流産、早産等を疑う兆候があるか、子宮収縮の有無（いつもと違うはり
方、腹緊の有無，異常出血，破水）
・治療
　「発症後48時間以内のタミフルの服用開始が重症化防止に重要」の原則のもとに治療が始まる。
　・妊娠週数に関係なく使用できる
　・抗インフルエンザウイルス薬の胎児への影響はないとされている（催奇形性）
・受診
　-受診前に必ず電話をする
　-受診時は必ずマスクを着用
・抗インフルエンザウイルス薬
　タミフル：75mg錠　1日2回5日間　　予防投与：75mg1日1回10日間
　イレンザ：10mg1日2回吸入5日間　　 予防投与：10mg1日1回吸入10日間
　予防投与の場合，原則自己負担となる。
・重症化した妊婦の入院施設
　入院可能な医療機関は都道府県が確保しているので、かかりつけ医に相談し対応する
《新型インフルエンザ産婦の分娩》　
隔離分娩室の必要はなく、LDR（Labor Delivery Recovery）で分娩するか、あるいはカーテン隔離で分娩し、出産後、産褥婦を
　個室に移動し、出生児は新生児で母児異室制を取り、一次的に保育器収容あるいは1.5m他の新生児コットと離す。産婦には発症がわかったところですぐに治療を開始する。
《新生児の扱い》　
新生児は新型インフルエンザのハイリスク群に二次感染を防ぐ努力が求められる。そのため厳重な観察対象（活気不良、哺乳不良、多呼吸、酸素飽和度の低下、無呼吸、発熱、鼻汁、鼻閉、易刺激性）となる。
　・母体が分娩の7日以上前に新型インフルエンザに発症し治癒後に出生した場合：通常新生児管理
　・母体が分娩直前（7日以内）に新型インフルエンザを発症した場合：分娩直後より母子分離し、保育器収容または1.5m以上他の新生児と離し、隔離する。
　  母体が分娩後から産院退院までに新型インフルエンザを発症した場合：カンガルケアーや直接授乳など濃厚に接触してることが考えられるため、感染の可能性が高い。ただし、感染していないことも否定できないため、母児を分離し、個室かつ保育器収容とする。新生児室にこの期間に収容されていた場合は、他児への感染も否定できないため、小児科医に対応を依頼する 。
《新型インフルエンザの母体の授乳》
　3条件をみたしている場合可能
　・タミフルあるいはリレンザを2日以上投与されている
　・平熱となっている
　・咳や鼻水がほとんどない　
　  この条件が満たされていない場合は、窄乳して母乳を健康な第3者が児に飲ませる。母乳にはウィルスは含まれていないが、哺乳時の飛沫感染の暴露をさせるために行う。また、抗インフルエンザ薬の母乳への移行は微量であるが、これはほとんど問題にならない量とされている。
母体が有熱期を過ぎ、7日過ぎていれば直接授乳は可能である。
　母体は授乳ができない期間は、乳房トラブルにならないようにするためにも窄乳をしながらケアすることが大切である。
　《助産所での新型インフルエンザの対応》
　  日本助産師会がその対応策を出しており、基本的には嘱託医と相談しながら実情に応じた対応をとることを呼びかけている。
　・発熱妊婦からの応対に関しては、内科受診を勧める。インフルエンザの疑わしい妊婦、その家族の来院はさせないようにする。
　・新型インフルエンザ罹患に伴い産科的問題が発生した場合は、入院させず嘱託医に対応を求める。
　・感染拡大予防の原則に則り、母親学級、妊婦健診等を進めていく。
　《産院退院後に上の子や赤ちゃんがインフルエンザに罹った》
　  2歳前後の幼児や、生後1か月未満の赤ちゃんは常に観察し、活気不良、哺乳不良、多呼吸、酸素飽和度の低下、無呼吸、発熱、鼻汁、鼻閉、易刺激性の症状が見られたら小児科の受診を勧める。
　新型インフルエンザは重症化することもあり、ウイルス性肺炎、急性脳症、心筋炎などの重症例が報告されている。「発熱したお子さんを見守るポイント」こんな症状を認めたらもう一度受診することの呼びかけが厚生労働省、小児科学会で行われている。
2)基礎疾患を持つ患者
　新型インフルエンザ感染が重症化するリスクが高い（あるいは新型インフルエンザの感染により原疾患の悪化が懸念される）基礎疾患として、とくに下記の疾患があげられており、それぞれのリスクについての対応が必要である。
(1)慢性呼吸器疾患（とくに気管支喘息や慢性閉塞性肺疾患など）：肺炎への進行や原疾患の悪化のリスクが存在する
(2)慢性心疾患（うっ血性心不全など）：新型インフルエンザに感染した際の原疾患の悪化など注意が必要
(3)糖尿病など代謝性疾患：免疫力低下に伴い新型インフルエンザに罹患しやすく、また感染し場合に重症化の危険が高い。また感染に際して、「シックディ（用語解説を参照）」に対して留意が必要であり、内服薬やインスリン注射を含めた対応を取る必要がある。
(4)慢性腎疾患（腎機能障害）：特に透析治療を受けている方の場合には、定期的な加療が必要かつ大部屋での治療（感染リスクの増大）、感染時の予備体力が少ない、感染抵抗性が減弱しているなどの理由で、新型インフルエンザへの感染リスクが高く、感染した際に重症化しやすいため、厳重な注意が必要である。
(5)免疫機能不全（ステロイドなど免疫抑制療法など）：免疫機能を抑える治療を受けている方（ステロイド剤、免疫抑制剤、一部の抗がん剤など）では感染に対する防御能力が弱まり、新型インフルエンザに感染しやすく、また、感染した際にはウイルス増殖や二次的な最近感染などにより重症化するリスクが高い。また、がんで治療中の場合には、がん自体で免疫力を低下させる場合もあり、注意が必要である。
(6)これらに加えて、慢性肝疾患、一部の神経疾患（神経筋疾患、神経認知傷害、痙攣性疾患）、異常ヘモグロビン症などでも重症化に対する注意が必要である。
（詳細については厚生労働省　新型インフルエンザに関するQ&A　 http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou04/02.html参照）
　これらの患者は、ほとんどの場合、医療機関に定期的に通院または入院して治療をうけているために医療機関と密に連絡、連携することによって支援をしていくことが重要である。
　同時に、基礎疾患を有する患者をもつ家族への情報提供や相談といった支援策を取る必要もある。患者を含めた家族への相談窓口の設置、積極的に情報を提供していく窓口の設置を考慮する。
①基礎疾患を持つ要支援者の把握
地域の医師会や中核となる医療機関を通して、かかりつけ医と早めに相談するように啓発する。
医療機関を通してポスター掲示やPRパンフレットの提示や配付を行うことが効率的である。これに加えて、保健センター・図書館などの公共機関や健診受診者に対してポスター掲示やPRパンフレット配付も効果を上げることができる。
②情報提供の内容
情報提供の内容に関して、新型インフルエンザに関する理解と重症化のリスクや症状に加えて、重症化リスクのある疾患名の公表、医療機関への相談や受診についての情報も重要である。必要に応じ咳エチケット、手洗い、うがいなどの感染防止策の方法とその根拠を具体的に示す方法も有効である。基礎疾患を有する患者については、とくに日常生活上の注意点について具体的な内容を盛り込む。
③医療機関との連携
医師会や医療機関との連携をとり、罹患または罹患したと疑われる際の相談や受診方法について体制を準備する。悪化の徴候についての情報とともに、休日や夜間の医療情報が的確に伝わるようにする。
④迅速なワクチン接種の支援
新型インフルエンザ予防接種に協力、ワクチン費用の補助などにより重症化を防止する。ワクチン接種が基礎疾患を有する患者では重症化を予防する観点で有効であること、基礎疾患を有する患者に関して優先接種順位についての情報、その手続き等について確実に情報が伝わるように配慮する。（厚生労働省　新型インフルエンザの優先接種の対象とする基礎疾患の基準　http://www.mhlw.go.jp/kinkyu/kenkou/influenza/dl/infu091028-02.pdf）
　
3)乳幼児
国内で報告されている新型インフルエンザの重篤な合併症としては、ウイルス性肺炎、急性脳症、心筋炎などがある。重症肺炎は、幼児から年長児までの幅広い年齢層が罹患し（中央値8歳）、気管支喘息を持っている児が多く（約30%）、発熱から呼吸困難を発症するまでの時間が短い。新型インフルエンザによる急性脳症は、季節性インフルエンザに比較して、罹患年齢がやや高い傾向にある（中央値8歳）。また、保護者にむけた情報の提供と相談窓口による対応が重要である。以下の点を留意して、対応策を準備しておく。
(1)予防接種による予防 
感染を完全に予防できないが、インフルエンザの発症や肺炎への進展といった重症化の危険性を低減させる効果が期待される。特に優先されるのは、
①基礎疾患（先天性代謝異常症、染色体異常症、慢性呼吸器疾患、先天性心疾患、神経系疾患、慢性腎疾患、慢性消化器疾患、血液腫瘍疾患、自己免疫疾患など）を有する者
②１歳～小学校低学年
③１歳未満の小児の保護者及び優先接種対象者のうち身体上の理由により予防接種が受けられない者の保護者で、④小学校高学年、⑤中学生、⑥高校生に相当する年齢の者
(2)学校や幼稚園での予防 
学校や幼稚園等で新型インフルエンザ感染が生じた際は、出来るだけ感染が拡大しないような対策を採る必要がある。学級・学年で流行した場合は、一時的に学級・学年を閉鎖する措置を採る。生徒および職員でインフルエンザ様症状（咳または咽頭痛を伴った発熱）のある人は、学校や幼稚園等を休み、医療機関を受診する。新型インフルエンザと診断された場合は、学校や幼稚園に連絡し、たとえ症状が早く回復しても発症後おおよそ7日間は自宅に留まり、外出を控える。
(3)小児に使用される抗インフルエンザ薬
タミフルとリレンザがある。重症化を予防するための抗インフルエンザ薬の投与は必須ではないが、小児において、基礎疾患の有無、臨床症状、診察所見などから重症化が懸念される場合は、早期に抗インフルエンザ薬を使用することが推奨される。
(4)呼吸器症状があるとき 
重く湿った咳が続く時は、気管支炎や肺炎を起こしている可能性がある。
湿った咳に加え、 
①呼吸が速い（1分間に60回以上）
②ゼーゼーする、肩で呼吸をする、全身を使って呼吸をするといった症状がある
③「呼吸が苦しい」、「胸が痛い」と訴える
④顔色が悪い（土気色、青白い）、唇が紫色をしている（チアノーゼ）
⑤元気がなく、ぐったりしている
などの症状が見られる場合は、重症肺炎の可能性がある。
(5)神経症状があるとき 
 インフルエンザでは、熱性けいれんや熱せん妄などにより、けいれん、意識障害、異常な言動・行動などを呈することがある。これらの症状はインフルエンザに伴う急性脳症の最初の症状である可能性もあり、意識が完全に回復するまでは十分な注意が必要である。 
特に以下の症状は注意が必要である。
①ぼんやりして視線が合わない、呼びかけに反応しないなど、意識障害の症状が５分以上続く　　
②手足を突っ張る、がくがくする、眼が上を向くなど、けいれんの症状が５分以上続く、あるいはけいれんが止まっても意識障害が５分以上続く、
③意味不明な言動が５分以上続く場合
(6)発熱があるとき 
アスピリンはある種の脳症（ライ症候群）を誘発し、またメフェナム酸やジクロフェナックはインフルエンザ脳症を重症化させる恐れがある。
(7)全身倦怠や食欲低下があるとき 
①水分が取れず、半日以上おしっこが出ていない、
②嘔吐や下痢が頻回にみられる、
1 気がなく、ぐったりしている、 
などの症状が見られる場合は、脱水症の可能性があり、重症化する可能性がある 
（詳細については日本小児科学会ホームページ新型インフルエンザに関する情報http://www.jpeds.or.jp参照）
4)高齢者
日頃から地域包括支援センターや介護事業所のケアマネジャーと連携を図り、在宅支援者への支援方策を協議しておく。
(1)要援護者の把握
市町村における支援を要する高齢者をあらかじめ把握し、リストアップしておく。これには、
各市町村において策定されている災害対策を活用することも考える。
(2)入所施設の把握
高齢者介護施設、福祉施設、地域の福祉事務所、包括支援センター、介護支援事務所、管轄区域内における要援護者が入所し、生活している施設を把握し、自治会や民生委員などと情報を共有する。また、入所施設の構造や環境管理などを事前に把握する。
(3)在宅要援護者の把握
管轄区域に在宅し、新型インフルエンザ流行時に援護を必要とすることが予想される人を把握
する。在宅訪問に備えて、住所、電話番号、訪問時の交通手段なども把握しておく。
(4)情報伝達の工夫
チラシ、資料、リーフレットおよびホームページは高齢者が読みやすい形に工夫して作成する。その際、高齢者はホームページから情報を得ることは少ないと思われるため、高齢者の集まりの場を積極的に活用して資料やリーフレットを中心とした情報提供を行なう。必要に応じて、ミニ講座や学集会による情報提供も検討する。高齢者の集まりの場としては、健診、各種健康教室、各団体行事、集会所での集まり、そして通所サービスを行う施設等があるためこれらを活用する。
情報を伝達する際は、必要に応じてケアマネジャー、在宅支援センターおよび介護保険事業者を通じて行う。
(5)個別の相談への対応
インフルエンザに関する相談窓口を設けて、個別の相談に応じる。
(6)関連する組織や機関との連携
医師会、地域包括支援センターや居宅介護事業所および訪問看護事業所等との連携を密にして情報提供を行なう。また、高齢者介護施設（短期入所、通所施設等を含む）に集団感染が発生した場合の具体的な対応方法や連携体制を、シュミレーションしながら検討しておくことの周知を図る。
(7)独居老人への対応
独居老人に対しては、罹患した場合の具体的な支援方法、保健師や民生委員による訪問で見守
り、食料品・生活必需品を配布する。配食サービスを活用した食事提供や、往診、訪問看護、および施設入所などについて検討しておく。
  (8)医療機関に関する情報提供
　　休日の医療情報を提供する。
(9)予防接種の推進
予防接種を行なう時期や場所（医療機関）などに対して情報を提供して周知を図る。また、予
防接種を受けやすい環境を作る。
　(10)感染予防・重症化予防に関する啓発活動
高齢者はハイリスク状態にあることの周知を図り、手洗いやうがいを徹底させる。さらに基礎疾患を有する者は、日常のコントロールの重要性を認識してもらう。必要時個別訪問によりインフルエンザの初期症状や症状悪化の徴候について、情報提供の徹底を図る。発症した場合は早期に受診することの周知を図る。かた、家庭内で発症者が出た場合の対応方法について周知を図り、日用品の備蓄の必要性等を伝える。
【添付資料】
１．用語解説
○標準予防策（スタンダードプレコーション）標準予防策とは、以下の湿性の生体物資をすべて感染性があるものとして扱うことである。感染症の有無にかかわらず、すべての患者に適用される。 

・血液
・汗以外の体液（唾液、鼻汁、喀痰、尿、便、腹水、胸水、涙、母乳など）
・傷のある皮膚
・粘膜
 　これらの湿性物質との接触が予想されるときには予防具を用い、処置の前後には手洗い・手指消毒を行うことが、すべての院内感染対策の基本である。
· 飛沫予防策（Droplet Precautions）飛沫感染という感染経路の遮断を目的とする。標準予防策に追加して用いられる。適用病原体として・ジフテリア菌・百日咳菌・インフルエンザ菌・溶血性レンサ球菌・マイコプラズマ・インフルエンザウィルス・ムンプスウィルス ・風疹ウィルス・アデノウィルス・ノロウィルス・SARSウィルス。具体的内容：・個室管理ないし同病者を集めて隔離管理する。隔離できない場合はベッド間隔を1m以上とし、十分な空間的分離を行う。・患者に近づいてケアする場合には、マスクを着用する。・患者の移動はなるべく制限し、移動が必要な場合には患者にマスクを着用させる。
○ 新型インフルエンザ 
　過去数十年間にヒトが経験したことがないＨＡまたはＮＡ亜型（ウイルスの表面にある赤血球凝集素ＨＡとノイラミニダーゼＮＡという、２つの糖蛋白の抗原性の違いにより分類されるサブタイプ）のウイルスが、ヒトの間で効率的で持続的なヒト－ヒト感染により伝播してインフルエンザの流行を起こした時にこの言葉を用いる。 
○ 鳥インフルエンザ 
　一般的に、水禽を中心とした鳥類が保有し、ヒトのインフルエンザウイルスと別のA型インフルエンザウイルスの感染症のことを指す。このうち感染した鳥が死亡したりするなど、特に強い病原性を示すものを「高病原性鳥インフルエンザ」と呼ぶ。近年トリからヒトへ、インフルエンザウイルス（Ｈ５Ｎ１）の感染事例を認めるが、病鳥と近距離で接触した場合、又はそれらの内臓や排泄物に接触するなどした場合が多いと考えられ、調理された鶏肉や鶏卵からの感染の報告はない。 
○ パンデミック 
感染症の世界的大流行。 特にインフルエンザのパンデミックは、近年これがヒトの世界に存在しなかったためにほとんどのヒトが免疫を持たず、ヒトからヒトへ効率よく感染する能力を得て、世界中で大きな流行を起こすことを指す。 
○ フェーズ 
　世界保健機関（ＷＨＯ）のパンデミックフェーズの定義に準じた分類（WHO　http://www.who.int/csr/disease/avian_influenza/phase/en/index.html）。パンデミック間期：ヒト感染のリスクは低い（フェーズ1）。動物間に新しい亜型ウイルスが存在するがヒト感染はない：ヒト感染のリスクはより高い（フェーズ2）。パンデミックアラート期（新しい亜型ウイルスによるヒト感染発生）：ヒトーヒト感染はないかまたは極めて限定されている（フェーズ3）、ヒトーヒト感染が増加していることの証拠がある（フェーズ4）、かなりの数のヒトーヒト感染があることの証拠がある（フェーズ5）。パンデミック期：効率良く持続したヒトーヒト感染が確立（フェーズ6）。
○ サーベイランス 
見張り、監視制度という意味。特に感染症に関しては、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」に基づき、定時的な感染症の発生状況（患者及び病原体）やその状況からの動向予測（感染症サーベイランス）が行われている。 
○積極的疫学調査 
  「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」第１５条に基づき、保健所等が感染症対策を目的として直接実施する疫学調査を指す。 
○ 抗インフルエンザウイルス薬 
インフルエンザウイルスの増殖を特異的に阻害することによって、インフルエンザの症状を軽減する薬剤。 
○ プレパンデミックワクチン 
新型インフルエンザウイルスがパンデミックを起こす以前に、鳥－ヒト感染の患者または鳥から分離されたウイルスを基に製造されるワクチン（現在はＨ５Ｎ１亜型を用いて製造）。 
○ パンデミックワクチン 
パンデミックが実際に発生した際に、ヒト－ヒト感染を起こしているウイルス株から作成されるワクチン 
○PPE（Personal Protective Equipment：個人防護具） 
  マスク、ゴーグル、ガウン、手袋等のように、各種の病原体、化学物質、放射性物質、その他の危険有害要因との接触による障害から個人を守るために作成・考案された防護具。特に病原体の場合は、その感染を防御することが目的であり、感染経路や用途（スクリーニング、診察、調査、侵襲的処置等）に応じて適切なPPEを考案・準備する必要がある。
鳥インフルエンザ・新型インフルエンザ感染発病者接触時のPPEについて
	
	
	手袋（1枚のみ）
	手袋（2枚重ね）
	ガウン
	ヘッドカバー又は帽子
	サージカルマスク
	N95マスク
	エプロン
	ゴーグル又はフェイスシールド
	長靴又はシューズカバー

	平時
（国内に発病者なし）
	一般患者の問診
	
	
	
	
	※1
	
	
	
	

	
	一般的な呼吸器症状を有する患◯者の診察
	
	
	
	
	◯
	
	
	
	

	国内発生時
（国内に発病者あり）
	一般患者の問診
	※2
	
	
	
	◯
	
	
	
	

	
	一般的な呼吸器症状を有する患者の診察
	※2
	
	
	
	◯
	
	
	
	

	要観察例
	対面調査・問診
	◯
	
	◯
	※4
	
	◯
	
	◯
	

	
	通常の診療
	◯
	
	◯
	※4
	
	◯
	
	◯
	

	
	搬送
	※3
	◯
	◯
	※4
	
	◯
	
	◯
	

	
	侵襲的処置（体液飛散の可能性あり）※5
	
	◯
	◯
	◯
	
	◯
	△
	◯
	△

	接触者（リストアップ）
	対面調査
	◯
	
	◯
	※4
	
	◯
	
	◯
	

	発病者（擬似症以上）
	対面調査・問診
	◯
	
	◯
	※4
	
	◯
	
	◯
	

	
	通常の診療
	
	◯
	◯
	※4
	
	◯
	
	◯
	

	
	搬送
	※3
	◯
	◯
	※4
	
	◯
	
	◯
	

	
	侵襲的処置（体液飛散の可能性あり）※5
	
	◯
	◯
	◯
	
	◯
	△
	◯
	△


※1　インフルエンザシーズンには着用する
※2　パンデミックフェーズが5ｂ以降となり、国内に相当数の新型インフルエンザ発生者がみられている場合に着用する
※3　患者が歩行可能等で自分で移動できる場合は、手袋は1枚のみでも良い
※4　毛髪がガウンまで垂れ下がったり、あるいはマスク・ゴーグル装着の際に毛髪が邪魔に成る場合は装着
※5　侵襲的処置には、気管内挿管、気道からの検体採取、気管内吸入等の経気道的処置も含まれる
△　必要に応じて現場で判断する
（国立感染症研究所感染症情報センターホームページ　http://idsc.nih.go.jp/disease/influenza/05pandemic/PPE070322ver1.4.pdf）
○ 咳エチケット 
インフルエンザ患者やそれが疑われる患者に対して推奨される感染対策。
・ 咳やくしゃみをする際にはティッシュなどで口と鼻を押さえ、他の人から顔 をそむけ、１ｍ以上離れる。
・ 呼吸器系分泌物を含んだティッシュを、すぐに蓋付きの廃棄物箱に捨てられる環境を整える。 
・ 咳をしている人にマスクの着用を促す。 
＊マスクはより透過性の低いもの、例えば、医療現場にて使用される「サージカルマスク」が望ましいが、通常の市販マスクでも咳をしている人のウイルスの拡散をある程度は防ぐ効果があると 
考えられている。 
· 一方、健常人がマスクを着用しているからといって、ウイルスの吸入を完全に予防できるわけではないことに注意が必要。
○PCR（Polymerase Chain Reaction：ポリメラーゼ連鎖反応）： 
DNAを、その複製に関与する酵素であるポリメラーゼやプライマーを用いて大量に増幅させる方法。ごく微量のDNAであっても検出が可能なため、病原体の検出検査に汎用されている。インフルエンザウイルス検出の場合は、同ウイルスがRNAウイルスであるため、逆転写酵素（Reverse Transcriptase）用いてDNAに変換した後にPCRを行うRT-PCRが実施されている。 
○ リスクコミュニケーション 
我々を取り巻くリスクに関する情報を、行政、住民などの関係主体間で共有し、相互に情報伝達を行い、意思疎通を図ること。 
○ 感染経路 
一般的に病原体の感染経路として、下記があげられる。 
・ 接触感染 
皮膚と粘膜・創の直接的な接触、あるいは中間に介在する環境などを介する間接的な接触による感染経路を指す。 
・ 飛沫感染 
病原体を含んだ大きな粒子（５ミクロンより大きい飛沫）が飛散し、他の人の鼻や口の粘膜あるいは結膜に接触することにより発生する。飛沫は咳・くしゃみ・会話などにより生じ、飛沫は空気中を漂わず、空気中で短距離（1～2メートル以内）しか到達しない。 
・ 空気感染 
病原体を含む小さな粒子（５ミクロン以下の飛沫核）が拡散され、これを吸い込むことによる感染経路を指す。飛沫核は空気中に浮遊するため、この除去には特殊な換気（陰圧室など）とフィルターが必要になる。
○ 感染症サーベイランスシステム（ＮＥＳＩＤ） 
  感染症法では、感染症の発生を迅速に把握することによって、感染症の予防と拡大防止、そして国民に正確な情報を提供することを目的として、日常的に種々の感染症の発生動向を監視している。これは感染症を診断した医療機関からの発生報告を基本としているが、これら発生報告を一元的に効率よく収集解析するために、地方自治体と国の行政機関を結ぶネットワーク、あるいはインターネットをベースに構築された電子的なシステムを指す。 
◯シックディ
　糖尿病治療中に何らかの他の病気（風邪やインフルエンザ、胃腸炎など）にかかって体調をくずした状態をシックディといい、血糖値が大きく乱れやすく、思わぬ病状の悪化を招くことがある。感染症や発熱、痛みなどがあると、各種のストレスホルモンや炎症性物質がからだの中で増え、インスリンの働きを妨げ、食べていなくても血糖値が高くなることがある。
２．情報ホームページ等
・新型インフルエンザ
　◯厚生労働省　新型インフルエンザ対策関連情報　
　　http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou04/index.html
　◯新型インフルエンザ及び鳥インフルエンザ等に関する関係省庁対策会議（平成２１年８月７日）
　　http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/ful/dai23/dai23.html
　◯新型インフルエンザに関するQ&A（厚生労働省）
　　http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou04/02.html

　◯国立感染症研究所　感染症情報センター
　　http://idsc.nih.go.jp/disease/influenza/pandemic/QA08.html
　◯WHO 　http://www.who.int/topics/influenza/en/ 
　◯WHOガイダンス
　　http://who.int/csr/resouces/publications/infection control/en/index.html）
・妊婦に関連する情報
　　http://www.mhlw.go.jp/kinkyu/kenkou/influenza/dl/infu091028-01.pdf

http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou04/pdf/ninpu_1217_2.pdf

http://www.ncchd.go.jp/kusuri/tejun.html

・子どもに関連する情報
◯日本小児科学会ホームページ新型インフルエンザに関する情報
　　http://www.jpeds.or.jp
◯厚生労働省
　　http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou04/pdf/parents_poster01.pdf
・基礎疾患を有する患者に関連する情報
　◯がんで治療中の人へ　（厚生労働省）
　　http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou04/pdf/cancer_1217_2.pdf

　◯糖尿病のある方の新型インフルエンザ対策（国立国際医療センター）
　　http://imcj-dm.jp/center/topics_01.html
　◯透析者のための新型インフルエンザ対策　（日本透析医会）
　　http://www.touseki-ikai.or.jp/htm/07_manual/doc/20081208_influenza_slide_show.pdf

　◯ぜんそくなどの呼吸器疾患のある人へ　（厚生労働省）
　　http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou04/pdf/09-18-01.pdf
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